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11月24日の第4回賃金確定交渉で、県教委は、給料表を人事委員会勧告通り改定し、減額の

調整措置(4月遡及)を行わないこと、また、現給保障の取扱については、当面今のまま現給保障

を続け来年度改めて協議すること等を回答しました。「行革」カットについては、昨年は一時金

役職加算の一部緩和措置がとられましたが、「県の財政状況が昨年度より厳しい」と強調し、

「昨年並みの対応を取ることもできない」としました。高教組は、改善に向けさらに検討するよ

う強く要求しました。

給料表

人事委員会勧告で示されたとおり改定

実施時期：2012年１月１日からの適用

改定に伴う減額の調整措置：行わない

現給保障の廃止に係る問題

当面今のまま現給保障を続け、来年度改めて協議

給料の調整額(特別支援学校) (昨年度交渉)

2012年1月1日より本給の3.75％相当に引き下げ

自宅に係る住居手当

今年度は据え置き、2012年度以降の取扱については

改めて協議

勤勉手当

成績率の特例、期間率については来年度改めて協議

短期育児休業取得者の期末手当

特に男性職員の育児休業の取得促進のため、育児休

業の承認期間が1か月以内の職員に対する期末手当

の在職期間に応じた割合について、国の取扱い(支

給割合を減じない)に準じた方法で改定するよう人

事委員会と調整

行政職の超勤手当

超過勤務手当の算出に用いる勤務時間1時間当たり

の給与額を、国準拠の取扱いから労基法に準拠する

形で改正するよう人事委員会と調整

人事委員会へ調査研究を依頼する項目

○通勤手当

明石海峡大橋を経由する通勤手当については現在

加算措置を講じて対応しているが、手当のあり方

等について人事委員会に調査研究を依頼

○休暇制度

休暇制度についてご意見をいただいていることを

勘案し、人事委員会に調査研究を依頼

行革の取組み

独自カットの回復を求める意見は重く受け止めてい

るが、社会経済情勢、国の政策動向は極めて不透明、

本県の財政状況は昨年度より厳しさを増しており、

県議会など対外的にも十分説明を行うことが求めら

れる中で給与の行革措置を直ちに回復することは困

難

第 ４ 回 交 渉 で の 次 長 回 答

職場の署名をご持参下さい

事務室の方へ 高教組分会長へお渡し下さい


